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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１　【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期
第２四半期
連結累計期間

第54期
第２四半期
連結累計期間

第53期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成29年４月１日
至平成29年９月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （百万円） 44,269 48,014 98,560

経常利益 （百万円） 1,711 1,620 4,803

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,006 867 3,007

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 812 919 3,149

純資産額 （百万円） 24,274 26,685 26,336

総資産額 （百万円） 39,674 46,932 47,861

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 62.63 53.97 187.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 59.9 54.9 53.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 23 2,530 3,332

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △503 △325 △3,267

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △886 △989 △519

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 10,365 12,683 11,476

 

回次
第53期
第２四半期
連結会計期間

第54期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 37.48 37.61

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して
おりません。

２．第53期、第54期第２四半期連結累計期間の売上高には、消費税等は含んでおりません。第53期第２四半期連結
累計期間は、一部の子会社で税込方式によっております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。

 

２　【事業の内容】
当第２四半期連結累計期間において、当社企業グループ（当社、子会社29社、関連会社２社、その他の関係会
社２社）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。なお、主要な関係会社の異動は次のとおりで
す。
 
（ビル管理事業）
　平成29年９月に当社連結子会社の大連豪之英物業管理有限公司が中国国有企業の天津臨港園区運営管理有限
公司との間に合弁会社の天津臨港豪之英物業服務股份有限公司を設立したため、当第２四半期連結会計期間よ
り連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１　【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２　【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３　【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、堅調な雇用・所得情勢を受けて、個人消費や企業の生産活

動に持ち直しの動きがみられる状況です。企業収益についても、円安を背景に輸出企業を中心として好調に推移

したことにより、景気は緩やかな回復基調が続きました。海外経済においては、米国の景気が着実に回復してい

る他、中国を中心としたアジア新興国の景気も持ち直しの動きが見られました。

　このような状況のもと、当社企業グループは、引き続き各管理事業において、収益の基盤となる管理ストック

の増加に注力するとともに、各ストックから派生する営繕工事等にも積極的に取り組み、売上高については全て

のセグメントで前年同期実績を上回ることができました。一方で、将来に向けて良質なサービスの提供を維持す

ることを目的とする人件費の増加が利益面に影響いたしました。

　その結果、売上高は48,014百万円（前年同期比8.5％増）、営業利益は1,664百万円（前年同期比3.8％減）、経

常利益は1,620百万円（前年同期比5.3％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は867百万円（前年同期比

13.8％減）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　マンション管理事業

マンション管理事業につきましては、国内では新築マンションの供給低迷を受け、大手デベロッパー系管理

会社が積極的にリプレース市場へ参入して受注競争が激化するなか、全国拠点網及び関連会社を含む当社企業

グループのネットワークを活かした営業活動に注力し、管理ストックの増加を果たすことが出来ました。ま

た、海外では台湾における子会社の東京都保全股份有限公司が堅調に推移したこと等により、売上高について

は増加しました。一方で、社会保険の適用拡大及び積極的な人材採用による人件費の増加が利益面に影響いた

しました。

その結果、売上高は23,475百万円（前年同期比6.5％増）、営業利益は1,433百万円（前年同期比21.6％減）

となりました。

②　ビル管理事業

ビル管理事業につきましては、国内では積極的な営業活動により管理ストックの増加を果たしたことに加

え、子会社である山京ビルマネジメント株式会社及び山京商事株式会社の売買仲介業務等が好調に推移いたし

ました。また、海外では中国における子会社の大連豪之英物業管理有限公司及びベトナムにおける子会社のPAN

SERVICESも堅調に推移いたしました。

その結果、売上高は5,720百万円（前年同期比17.0％増）、営業利益は438百万円（前年同期比55.8％増）と

なりました。

③　不動産管理事業

不動産管理事業につきましては、既存の取引先への積極的な営業活動に注力したことにより、売上高につい

ては増加しました。一方で、外注費を中心とした売上原価の増加が利益面に影響いたしました。

その結果、売上高は2,658百万円（前年同期比2.1％増）、営業利益は299百万円（前年同期比0.8％減）とな

りました。

④　営繕工事業

営繕工事業につきましては、国内では当社において前年同期に大規模修繕工事の完工が比較的多かったた

め、売上高・利益ともに下回りました。一方で、子会社である三光エンジニアリング株式会社における公共工

事の受注が好調に推移いたしました。また、海外では前年度末にグループ化したシンガポールにおける子会社

のPROPELL INTEGRATED PTE LTDが期初から売上高・利益に寄与いたしました。

その結果、売上高は16,160百万円（前年同期比9.7％増）、営業利益は866百万円（前年同期比0.8％増）とな

りました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の残高は12,683百万円となり、前連結会計年度末と比

較し1,207百万円の増加となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、2,530百万円の獲得（前年同四半期は23百万円の獲得）となりました。

主な要因は、税金等調整前四半期純利益の計上1,622百万円、売上債権の減少額1,993百万円、仕入債務の減少額

1,812百万円、法人税等の支払額590百万円等によるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、325百万円の使用（前年同四半期は503百万円の使用）となりました。

主な要因は、有形固定資産の取得による支出166百万円、無形固定資産の取得による支出98百万円等によるもので

あります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、989百万円の使用（前年同四半期は886百万円の使用）となりました。

主な要因は、借入金の純減額450百万円、配当金の支払額514百万円等によるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社企業グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変

更はありません。
 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社企業グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
 

(5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１　【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②　【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,080,000 16,080,000
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数100株

計 16,080,000 16,080,000 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 16,080,000 － 2,492 － 2,293
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社リログループ 東京都新宿区新宿4-3-23 53,770 33.43

株式会社合人社グループ 広島県広島市中区袋町4-31 32,160 20.00

小佐野投資株式会社 東京都日野市程久保3-25-21 16,615 10.33

株式会社カテリーナ・ファイナンス 東京都新宿区新宿1-31-12 11,633 7.23

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-5 8,000 4.97

小佐野　台 東京都多摩市 4,775 2.96

永井　枝美 大阪府吹田市 3,450 2.14

日本ハウズイング従業員持株会 東京都新宿区新宿1-31-12 3,358 2.08

小佐野　弾 東京都日野市 2,145 1.33

吉野　具美 東京都府中市 2,043 1.27

計 － 137,949 85.78

 
(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　1,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 16,077,700 160,777 －

単元未満株式 普通株式　　　　　600 － －

発行済株式総数 16,080,000 － －

総株主の議決権 － 160,777 －

 
②　【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本ハウズイング株式会社 東京都新宿区新宿1-31-12 1,700 － 1,700 0.01

計 － 1,700 － 1,700 0.01

 

２　【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

日本ハウズイング株式会社(E05121)

四半期報告書

 7/18



１　【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,546 14,754

受取手形及び売掛金 11,685 9,682

販売用不動産 80 33

未成工事支出金 2,886 3,408

原材料及び貯蔵品 197 190

繰延税金資産 518 538

その他 1,043 834

貸倒引当金 △74 △78

流動資産合計 29,884 29,364

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,095 4,022

機械装置及び運搬具（純額） 84 116

工具、器具及び備品（純額） 508 496

土地 7,192 7,172

建設仮勘定 24 19

有形固定資産合計 11,905 11,828

無形固定資産   

のれん 2,143 1,983

その他 1,040 974

無形固定資産合計 3,184 2,958

投資その他の資産   

投資有価証券 233 221

差入保証金 1,123 1,035

繰延税金資産 336 338

その他 1,322 1,315

貸倒引当金 △130 △129

投資その他の資産合計 2,886 2,781

固定資産合計 17,977 17,568

資産合計 47,861 46,932
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,760 4,946

短期借入金 2,155 2,035

1年内返済予定の長期借入金 681 467

未払法人税等 576 784

賞与引当金 1,532 1,812

役員賞与引当金 12 -

工事損失引当金 3 14

その他 6,793 7,316

流動負債合計 18,516 17,377

固定負債   

長期借入金 1,828 1,703

退職給付に係る負債 495 508

繰延税金負債 78 78

その他 605 578

固定負債合計 3,008 2,869

負債合計 21,524 20,247

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,492 2,492

資本剰余金 2,305 2,305

利益剰余金 20,640 20,993

自己株式 △1 △1

株主資本合計 25,436 25,790

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 64 56

為替換算調整勘定 △9 △57

退職給付に係る調整累計額 △14 △3

その他の包括利益累計額合計 40 △4

非支配株主持分 859 899

純資産合計 26,336 26,685

負債純資産合計 47,861 46,932
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 44,269 48,014

売上原価 33,491 36,429

売上総利益 10,778 11,584

販売費及び一般管理費 ※ 9,049 ※ 9,920

営業利益 1,729 1,664

営業外収益   

受取利息 6 11

受取配当金 2 5

その他 30 33

営業外収益合計 39 50

営業外費用   

支払利息 11 59

為替差損 25 0

その他 21 35

営業外費用合計 57 94

経常利益 1,711 1,620

特別利益   

国庫補助金 － 20

特別利益合計 － 20

特別損失   

固定資産圧縮損 － 17

特別損失合計 － 17

税金等調整前四半期純利益 1,711 1,622

法人税等 637 650

四半期純利益 1,074 972

非支配株主に帰属する四半期純利益 67 104

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,006 867
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 1,074 972

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3 △7

為替換算調整勘定 △265 △56

退職給付に係る調整額 0 11

その他の包括利益合計 △261 △52

四半期包括利益 812 919

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 813 822

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 96
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,711 1,622

減価償却費 400 329

のれん償却額 91 132

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 3

賞与引当金の増減額（△は減少） △9 276

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 9 21

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5 △12

受取利息及び受取配当金 △9 △17

支払利息 11 59

売上債権の増減額（△は増加） 870 1,993

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,339 △464

仕入債務の増減額（△は減少） △1,263 △1,812

未払消費税等の増減額（△は減少） △80 102

前受金の増減額（△は減少） △3 △16

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,139 △165

未払費用の増減額（△は減少） 79 495

その他 △260 613

小計 1,342 3,162

利息及び配当金の受取額 9 17

利息の支払額 △10 △58

損害賠償金の支払額 △27 －

法人税等の支払額 △1,289 △590

営業活動によるキャッシュ・フロー 23 2,530

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △550 △588

定期預金の払戻による収入 434 501

有形固定資産の取得による支出 △354 △166

有形固定資産の売却による収入 17 36

無形固定資産の取得による支出 △26 △98

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

その他 △21 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △503 △325

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △182 △108

長期借入れによる収入 － 56

長期借入金の返済による支出 △227 △398

配当金の支払額 △482 △514

非支配株主への配当金の支払額 △79 △93

非支配株主からの払込みによる収入 82 69

その他 3 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △886 △989

現金及び現金同等物に係る換算差額 △263 △7

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,629 1,207

現金及び現金同等物の期首残高 11,995 11,476

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 10,365 ※ 12,683

 

EDINET提出書類

日本ハウズイング株式会社(E05121)

四半期報告書

12/18



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

平成29年９月に当社連結子会社の大連豪之英物業管理有限公司が中国国有企業の天津臨港園区運営管理有限

公司との間に合弁会社の天津臨港豪之英物業服務股份有限公司を設立したため、当第２四半期連結会計期間よ

り連結の範囲に含めております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

当社及び国内連結子会社の税金費用については、原則として、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計

年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当

該見積実効税率を乗じて計算しております。また、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく

合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を用いた計算をしております。なお、法人税等調整額は法

人税等に含めて表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形割引高 21百万円 －百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

給与手当 3,885百万円 4,318百万円

賞与引当金繰入額 1,113 1,233

役員賞与引当金繰入額 6 －

退職給付費用 129 208

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 12,312百万円 14,754百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △578 △654

顧客からの預り金 △1,368 △1,416

現金及び現金同等物 10,365 12,683
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 482 30.00

平成28年

３月31日

平成28年

６月30日
利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月９日

取締役会
普通株式 482 30.00

平成28年

９月30日

平成28年

12月６日
利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 514 32.00

平成29年

３月31日

平成29年

６月30日
利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月８日

取締役会
普通株式 514 32.00

平成29年

９月30日

平成29年

12月６日
利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２ 

マンション
管理事業

ビル
管理事業

不動産
管理事業

営繕工事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 22,045 4,888 2,603 14,731 44,269 － 44,269

セグメント間の内部
売上高又は振替高

11 9 132 5 158 △158 －

計 22,056 4,897 2,735 14,737 44,428 △158 44,269

セグメント利益 1,827 281 301 859 3,269 △1,540 1,729

(注）１．セグメント利益の調整額△1,540百万円は、セグメント間取引消去１百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△1,541百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２ 

マンション
管理事業

ビル
管理事業

不動産
管理事業

営繕工事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 23,475 5,720 2,658 16,160 48,014 － 48,014

セグメント間の内部
売上高又は振替高

22 4 132 0 160 △160 －

計 23,498 5,725 2,790 16,160 48,174 △160 48,014

セグメント利益 1,433 438 299 866 3,036 △1,372 1,664

(注）１．セグメント利益の調整額△1,372百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

  
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額  62円63銭 53円97銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 （百万円） 1,006 867

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額
（百万円） 1,006 867

普通株式の期中平均株式数 （千株） 16,078 16,078

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２　【その他】

平成29年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………514百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………32円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年12月６日

(注）平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月８日

日本ハウズイング株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 関谷　靖夫　　印

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉川　高史　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ハウズイン

グ株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日

から平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ハウズイング株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管

しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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